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国民民主党は「政策本位」で日本を動かします。

緊急家計支援物価高騰対策＆
熱中症予防のための
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経済産業大臣に申し入れ
　玉木雄一郎代表（衆議院議員／香川2区）は浅野哲エネルギー調査会長（衆議院議員
／茨城5区）らとともに6月20日、経済産業省を訪れ、「物価高騰対策＆熱中症予防のた
めの緊急家計支援パッケージ」（6月13日発表）を西村康稔経済産業大臣に手渡し、意見
交換を行いました。
　本パッケージはエネルギー価格が高騰を続ける中、さらなる電気代の上昇に直面する
国民生活を支えるために、多面的な家計支援策とともに、今夏の冷房使用控えによる熱
中症を予防する策を提起するものです。

左から、竹詰仁参議院国対副委員長、舟山康江参議院議員会長兼両院議員総会長、玉木雄一郎代表、
西村康稔経済産業大臣、浅野哲エネルギー調査会長、田中健国対副委員長、礒﨑哲史副代表
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水道料金の減免 ❶地方創生臨時交付金による水道料金の減免（夏季を想定）

電気料金の負担軽減 ガソリン代の負担軽減
❶電気料金・LPガス料金等の激変緩和対策の半年延長
❷再エネ賦課金の一時徴収停止
❸省エネ住宅構築支援策の拡充（省エネ家電購入支援、
省エネ住宅購入・ZEH化支援、断熱リフォーム支援等）

❶ガソリン補助金の半年延長
❷トリガー条項の凍結解除
❸クリーンエネルギー自動車購入促進補助金の補強

「再エネ賦課金」とは？
月々の電力会社への支払い金額は、電気料金（基本料金＋電力量料金）、再エ
ネ賦課金の合計です。このうち再エネ賦課金は、再生可能エネルギー発電を促
進するための費用を賄うために徴収されるもので、その支払い額は電気の利用
量に応じて決まります。

 

電気料金 再エネ賦課金＋ ＝ 月々の電力会社への
お支払い

再エネ賦課金の算定方法

※ただし、大量の電力を消費する事業所で、国が定める要件に該当する方は、再生可能エネルギー賦課金の額が減免されます。

（2022年5月検針分の電気料金から適用されていた単価）

＝ × 3.45円 /kWh※ご自身が使用した
電気の量（kWh）再エネ賦課金

「トリガー条項」とは？

トリガー条項（租税特別措置法第八十九条）とは、ガソリン価格が3ケ月連続で
160円/ℓを超えた場合に、上乗せされている特例税率25.1円/ℓ（軽油は17.1円/ℓ）
を停止し、ガソリン・軽油価格を引き下げる措置です。
このトリガー条項は東日本大震災の復興財源確保を名目に2011年以降凍結され
ていました。国民民主党は、トリガー条項の凍結解除を公約に掲げ、その実現のた
めにあらゆる手を尽くしてきました。

国民民主党の提案と実績国民民主党の提案と実績第211回
通常国会における
第211回
通常国会における

❶ 賃上げ実現
1 月26日、施政方針演説に対する代表質問にて玉木
代表から「賃上げ“実現”国会」を働きかけ。
▶賃上げ額の平均は3.66%※であり、30年ぶりの高
い水準を実現した（定期昇給相当分込み）。

　　※「2023 春季生活闘争 第 6回 回答集計結果」より ❺ 政労使会議の開催
自民党、公明党との「賃上げに関する実務者協議会」にて、
政府・経済界・労働界の代表者が集う政労使会議の早期開
催を提案。
▶政府は賃上げに向けた環境を整えるため、8年ぶりとなる
政労使会議を3月15日に開催した。

❻ 憲法の緊急事態条項に関する条文案を
　 2党1会派で合意
2020年12月にまとめた「憲法改正に向けた論点整理」にお
いて、「緊急時における行政府の権限を統制するための緊急
事態条項を創設し、いかなる場合であっても、立法府の機能
を維持できる」旨を明記。
▶6月19日、国民民主党・日本維新の会・有志の会で、緊急時
における国会機能維持や国会議員任期延長等を定めた
憲法条文案について合意した。

❼ 入管行政の運用改善を提起
入管法改正案採決の際、議論で明らかとなった諸課題を踏
まえた附帯決議を提案。
▶難民認定制度の質の向上など15項目の附帯決議が付さ
れた。

❽ 性多様性に関する議論を先導
5 月 26 日、日本維新の会と共同で「性多様性理解増進法案」
( 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する
国民の理解の増進に関する法律案 )を提出。
▶「全ての国民が安心して生活することができることとなるよ
う留意する」ことなど、国民民主党と日本維新の会の案の
要点を取り込んだ修正法案が 6月16日に可決成立した。

そのほかの実績
❾ヤングケラー支援  10「セキュリティクリアランス」
制度創設へ 11「年収の壁」改善へ 12花粉対策 
13「こどもみらい難民」の救済 14選挙制度改革が
前進 15「日本版CDC」創設へ 16働く人のための
法案修正（公正な移行）を実現 17盗撮対策 18外
為特会の活用 19遊覧船事故対策　など

❷ 特別高圧電力・LPガスの負担軽減
総理への申し入れや予算案の組み替え動議で、特別高
圧電力とLPガスの負担軽減を提案。
▶3月20日、政府は新たな物価高対策として、地方創生
臨時交付金に計1.2兆円を追加した。使い道は自治
体が決めるが、政府が示す「推奨事業」に、特別高
圧電力やLPガスの負担軽減が明記された。

❸ 児童手当の所得制限撤廃
児童手当の所得制限撤廃に関し、これまでに三度法案
を提出。
▶6月13日、政府が閣議決定した｢こども未来戦略方針｣
に児童手当の拡充や所得制限撤廃が盛り込まれた。

❹ 孤独・孤立対策
2021年6月、他党に先駆け「孤独・孤立対策推進法案」
を提出。
▶2023年5月31日に「孤独・孤立対策推進法案」が成
立した。


